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はじめに                            

○ 国立高等専門学校（以下、「国立高専」という。）は、実践的かつ専門的な知識及び

技術を有する創造的な人材の育成をミッションとする高等教育機関であり、昭和 37

年（1962 年）の創設から 60 年以上が経過している。それまでの間、多くの卒業生を

社会に送り出し、我が国のものづくりの発展と進化に大きく貢献してきた。国立高専

卒業生の優れた専門性と高い実務能力は企業や大学等から高く評価されており、就職

希望者に対する求人倍率の高さや、就職先企業や進学先大学における高い満足度がこ

れを裏付けている。 

 

○ 独立行政法人国立高等専門学校機構（以下、「国立高専機構」という。）は、第５期

中期目標・中期計画（令和６～令和 10 年度）の開始にあたり４つの中期目標を定め

るとともに、それらを実現するための中期計画を定めている。 

中期目標：①機構の 51 高専マネジメント体制の強化、全教職員のＦＤ・業務改善等の継続実施 

②高専の特性や魅力を伝える広報活動の強化、女子学生を含めた入学者の確保 

③デジタル人材育成、地域課題解決等の社会・産業・地域ニーズ等を踏まえた教育の質の向上及び改善 

④海外で活躍できる技術者育成のため高専生の海外派遣・高専の国際化の推進。KOSEN 教育システムの導

入支援。 

中期計画：(1)教育（入学者の確保・教育課程の編成等・多様かつ優れた教員の確保・教育の質の向上及び改善・学生

支援・生活支援等） 

(2)社会連携（産学連携の活性化・地域との連携） 

(3)国際交流（KOSEN の導入支援・学生の国際交流・優秀な留学生の受入れ） 

 

○ 国立高専の施設は、国立高専がその使命を果たすための基盤であり、施設の整備充

実は教育研究活動の推進に必要不可欠であるとともに、地域活性化や地域振興にも貢

献するものである。創設時から 50 年以上が経過し老朽化が急速かつ一斉に進行した

令和元年度から、「令和新時代高専の機能高度化プロジェクト（令和元～６年度）」（以

下、「令和プロジェクト」という。）を実施し、期間中の総事業費約９００億円をかけ

実施した。その結果、校舎や学生寮等の主要施設を中心に令和プロジェクト以前の６

年間と比較して約４倍となる２９．９万㎡の施設が改善され、老朽化対策が大きく前

進した。 

 

○ ただ、令和プロジェクト期間中に老朽化対策が大きく前進したものの、依然として

建築後 50 年以上を経過した建物が全体の約６割を占めるなど経年劣化や機能の陳腐

化が深刻になっている。また、国立高専における教育研究の高度化・国際化の進展や

地域貢献の促進に伴い、施設や設備に求められる機能や水準が向上してきているが、

機能面の対応も十分とはいえない状況である。 

 

○ 文部科学省において、「第６次国立大学法人等施設整備５か年計画（令和８～１２

年度）策定に向けた最終報告」（令和７年１２月今後の国立大学法人等施設の整備充

実に関する調査研究協力者会議）がとりまとめられ、以下の観点から提言がなされた。
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（１．国立大学法人等が取り組むべき事項、２．国が取り組むべき事項、３．地方公

共団体や産業界への期待） 

 

○ これらの状況を踏まえて、国立高専機構は次期の施設整備５か年計画を策定するた

め、令和７年６月に「今後の国立高等専門学校施設の整備充実に関する調査研究会」

を設置し、今後の国立高専の施設整備推進方策について検討を行い、報告書のとおり

とりまとめた。 

 

○ この報告書を踏まえ、国立高専機構は、次期「国立高専機構施設整備５か年計画」

を策定するとともに、全国の国立高専にこれを周知する必要がある。また、国及び関

係者の方々におかれては、国立高専施設の現状や課題をご理解いただき、今後の国立

高専施設の整備充実に向け、より一層のご指導及びご支援をいただければ幸いである。 
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第１章 国立高専の使命・役割と施設に求められる役割 

（１）国立高専の使命・役割 
○ 国立高専機構は、各国立高専を設置すること等により、職業に必要な実践的かつ

専門的な知識及び技術を有する創造的な人材を育成するとともに、我が国の高等教

育の水準の向上と均衡ある発展を図ることを目的とする。と定義されている。（独

立行政法人国立高等専門学校機構法第３条）。国立高専は、ものづくりなど専門的

な技術に興味や関心を持つ学生に対し、座学に加えて、実験・実習・実技を重視し

たきめ細やかな教育指導を行うことにより、産業界に創造力ある実践的技術者を継

続的に社会へ送り出し、我が国のものづくり基盤の確立に大きな役割を担ってきた。

専攻科においては、より高度な知識・素養を身につけた実践的技術者の育成を行っ

てきている。また、本科卒業生の約４割がより高度な知識と技術を修得するために

進学している。 
 
○ 「日本型高等専門学校教育制度（KOSEN）」は、モンゴル、タイ、ベトナムをはじ

め、アジア諸国を中心に高い評価を得ており、既にタイやモンゴルで日本型 KOSEN

制度を全面的に取り入れた学校が創設されている。東南アジア諸国をはじめ多くの

国々の留学生が全国の高専で学び優秀な人材となって産業界や母国で活躍してい

る。また、エジプトでは、（独）国際協力開発機構（JICA）の要請に応じた支援を行

い令和７年度にエジプト日本高専（EJ-KOSEN）が開校した。今後もより一層の国際

貢献と国際展開が期待されている。 

 
○ 国立高専は、我が国の産業界を支える技術者を育成するという使命に基づき、15

歳人口の減少という状況下にあっても、アドミッションポリシーを踏まえた多様か

つ優れた入学者を確保し、５年一貫のゆとりある教育環境や寮生活を含めた豊かな

人間関係の構築を通じて、専門的かつ実践的な知識と世界水準の技術を有する技術

者を育成している。国立高専が目指す人材は、自律的、協働的、創造的な姿勢とグ

ローバルな視野を持ち、科学的思考を身につけた実践的・創造的技術者であり、国

立高専はその実現に向けて高専本来の魅力を一層高めていかなければならない。加

えて、これまで蓄積してきた知的資産や技術的成果をもとに、生産現場における技

術相談や共同研究など地域や産業界との連携に引き続き取り組みつつ、Society 

5.0１で実現する社会・経済構造の変化、技術の高度化、社会・産業・地域ニーズの

変化等を踏まえ、高専教育の高度化・国際化を進め、社会の諸課題に自律的に立ち

 
１ Society 5.0 とは、サイバー空間（仮想空間）とフィジカル空間（現実空間）を高度に融合させたシス

テムにより、経済発展と社会的課題の解決を両立する、人間中心の社会（Society）のことであり、狩猟

社会（Society 1.0）、農耕社会（Society 2.0）、工業社会（Society 3.0）、情報社会（Society 4.0）に続

く、新たな社会を指すもので、第５期科学技術基本計画において我が国が目指すべき未来社会の姿として

初めて提唱された。 
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向かう人材育成に取り組む必要がある。 

 

（２）国立高専施設に求められる役割  
○ 文部科学省が公表した「次期国立大学法人等施設整備計画策定に向けた最終報

告」（令和 7 年 12 月）において、国立大学法人等の施設は、「社会を変革する知の

創造を支え、質の高い教育研究環境を提供する役割を有している。時代の変化と、

それに伴う教育研究活動のトレンドに応じ、未来を構想する「知のインフラ」とし

て、研究者や学生のみならず、多様なステークホルダーなどが糾合し、創造的な活

動を展開できる空間を創り上げる必要がある。」とされている。 

 

○ また、国立高専の役割については、「職業に必要な実践的かつ専門的な知識及び技

術を有する創造的な人材の育成を目的とし、理論だけでなく実験・実習や PBL に

よる実践力の修得に重点を置いた５年一貫の技術者教育を行う高等教育機関とし

て、社会貢献を見据えた実践的・創造的な技術者を養成する役割が求められている。」

とされている。 

 

○ 国立高専の施設は、前述した国立高専の使命と役割を果たすための基盤をなすも

のであり、教育研究及び地域貢献活動を支えるために、必要な機能と水準を整備し

維持していく必要がある。また、我が国の成長と発展に貢献していくためには、質

の高い安全な教育研究環境の確保に向けて、安定的・継続的な施設の整備・充実が

不可欠である。さらには、大規模化する自然災害に対しても安全性の確保と機能の

維持が図られるよう施設の整備やライフラインの確保が重要である。 

 

○ 国立高専の施設は、学生の学習・生活の場であるのみならず、他の学校と同様に、

災害時には地域住民の避難所（指定緊急避難所、指定避難所）となる。国立高専が

地域防災において一定の役割を担うことを踏まえ、地域の実情に応じ、地域住民が

利用することも念頭に置きながら、安全・安心で質の高い施設整備を行い、その活

用を進めることが重要である。 

国立大学の多くが県庁所在地に主要キャンパスを保有するのに対して、国立高専

は創設時の経緯により県庁所在地以外への立地が多くなっており、この結果、地域

貢献がより地域に密着したものとなっている。非常災害時における地域の防災拠点

としての役割や、施設や設備の開放による地域コミュニティ活性化への協力など、

北海道から沖縄まで 51校 55 キャンパスを有する国立高専は、この立地条件を活か

して地方創生の推進に貢献することが期待されている。 

 

○ このように、国立高専の施設は、教育研究活動や地域貢献等の基盤をなすもので

あることから、第５期中期目標・中期計画（令和 6～10 年度）において次のとおり

位置付けられている。 
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図表１ 第５期中期目標・中期計画（施設部分抜粋） 
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第２章 国立高専施設に関するこれまでの取組と現状について 

１．近年の施設に関連する社会的な動向 
（１）第１次国土強靭化中期計画 

○ 東日本大震災からの教訓を受け、大災害から人命・財産を守るため、平成 25 年

に、「強くしなやかな国民生活の実現を図るための防災・減災等に資する国土強靱

化基本法」（以下、「国土強靭化基本法」という。）の公布・施行、及び平成 26 年６

月に「国土強靱化基本計画」が閣議決定されたことを受け、これまで「防災・減災、

国土強靱化のための３か年緊急対策」（平成 30～令和 2 年度）や、「防災・減災、国

土強靱化のための５か年加速化対策」（令和 3～7年度）において重点的かつ集中的

に対策が講じられた。 

 

○ 令和 7 年度には、令和 5 年度に改正された国土強靭化基本法にて、新たに策定が

定められた「国土強靭化中期計画」が閣議決定され、推進が特に必要となる全 114

の施策のうちの１つとして「学校施設の安全確保、教育活動等の早期再開、避難所

等としての役割を果たすための耐災害性強化」が明記された。 

 

（２）SDGs（Sustainable Development Goals） 

○ 2015 年 9 月の国連サミットにおいて全会一致で採択された「誰一人取り残さな

い」持続可能で多様性と包摂性のある社会の実現のため、2030 年を年限とする 17

の国際目標であり、その下に、169 のターゲットと 243 の指標が決められている。

我が国においても、政府が SDGs 推進本部を設置し、同本部が決定した「実施指針」

や「アクションプラン」を踏まえて、地方公共団体、企業、NPO 等の多くの機関が

関連する取り組みを行っている。 

  施設整備５か年計画は、インフラ長寿命計画と相まって、SDGs の国際目標を実

現するための具体策である。単なる老朽施設の更新ではなく、安全安心な教育研究

環境の整備、施設の長寿命化による環境負荷の低減、エネルギー使用量の削減等に

よって、将来にわたって良好な教育研究環境を目指す基本方針は、SDGs が目指す

「持続可能な開発目標」と一致する。 

具体的には、17 の目標のうち、⑦エネルギー（すべての人々の、安価かつ信頼で

きる持続可能な近代的なエネルギーへのアクセスを確保する）及び⑪都市（包摂的

で安全かつ強靭（レジリエント）で持続可能な都市及び人間居住を実現する）は、

施設整備５か年計画等とほぼ同様の内容である。また、④教育(すべての人に包摂

的かつ公正な質の高い教育を確保し、生涯学習の機会を促進する)及び⑨イノベー

ション(強靭(レジリエント)なインフラ構築、包摂的かつ持続可能な産業化の促進

及びイノベーションの推進を図る)は、同計画等が支える高専教育の高度化に合致

する。 
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国立高専は、同計画等によってハード（⑦エネルギー、⑪都市）とソフト（④教

育、⑨イノベーション）の双方から SDGs に貢献することができる。 

 
○ 近年、性別、国籍、人種、年齢、宗教などにかかわりなく、多様な価値観を認め

合うことが求められており、多様な人材の能力を発揮させるとともに、多様な人材

が集まることで革新的・創造的アイディアが生まれるようダイバーシティを推進し

ていく必要がある。 

国立高専機構は、令和 6年 5 月にダイバーシティ宣言を公表するとともに、その

理念を踏まえた男女共同参画行動計画に基づく種々の取り組みを進めており、施設

整備５か年計画においても施設面からの対応が求められている。 

 

○ 政府は 2050 年までに、温室効果ガスの排出を全体としてゼロにする、すなわち

2050 年カーボンニュートラルの実現を目指すことを宣言している。国立高専施設

の整備においても令和 6年 3 月に実施計画を定めるなど、カーボンニュートラルを

意識した省エネルギーや環境負荷の低減につながる取り組みを推進するとともに、

再生可能エネルギーの利用拡大やエネルギー効率の改善などの取り組みをより一

図表２ SDGs に貢献する施設整備５か年計画とインフラ長寿命化計画 

国立高等専門学校機構 
インフラ長寿命化計画 
（行動計画・個別施設計画） 

すべての人々の、安価かつ信頼できる持続可能な
近代的なエネルギーへのアクセスを確保する 

包摂的で安全かつ強靭（レジリエント）で持続可能
な都市及び人間居住を実現する 

すべての人に包摂的かつ公正な質の高い教育を確
保し、生涯学習の機会を促進する 

強靭(レジリエント)なインフラ構築、包摂的かつ
持続可能な産業化の促進及びイノベーションの推
進を図る 

（ハード系） 

（ソフト系） 
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層推進する必要がある。 

 

（３）我が国の「知の総和」向上の未来像～高等教育システムの再構築～ 
○ 近年の急速な少子化に対し、令和 5年 9 月に文部科学大臣から「急速な少子化が

進行する中での将来社会を見据えた高等教育の在り方について」中央教育審議会へ

諮問され、令和 7 年 2月に答申がなされた。 

 

○ その中で、国内において急速な少子化や労働供給不足に対し、持続可能な活力あ

る社会を目指し、真に人が果たすべきことを果たせる力を備え、協働しながら課題

を発見し解決に導く学び続ける人材を育成し、我が国の「知の総和」の向上を目指

すこととされた。また高等教育政策の目的として、「質」の向上、「規模」の適正化、

「アクセス」の確保が明記された。 

 

○ 高専については、「高専教育の高度化・国際化の推進」という役割を再定義して

改善することが明記され、国立の高専として社会を先導する人材を、自らのミッシ

ョンを改めて見つめ直し、時代の変化に応じて刷新し、自らの将来を定めていく必

要があるとされた。 

 

○ 高等教育改革を支える支援方策の基本的な考え方の１つとして、厳しい財政状況

の中、十分な人件費や研究費の確保の困難、施設・設備の老朽化が要因となり、教

育研究活動に大きな影響を与えかねない問題が生じているとの指摘がある。質の高

い教育研究を行っていくためには、優れた教職員や学生を引き付ける環境を確立す

ることが必要であり、そのためのコストを賄うことができる安定的な財政基盤を確

立することは不可欠である。 

その際、高等教育の価値が社会的に信頼されることによって公私からの資源投入

を呼び込むことができると考えるべきであり、そのために必要となる教育コストに

ついて明確にした上で、社会に広くその必要性を訴えかけていくべきと記載されて

いる。 

 

○ 今後取るべき方策として、短期的取組の具体的方策としては、①公財政支援の充

実、②社会からの支援強化、③個人・保護者負担の見直しが明記されており、中長

期的取組の具体的方策としては、①教育コストの明確化と負担の仕組みの見直し、

②高等教育への大胆な投資を進めるための新たな財源の確保が記載されている。 
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（４）日本成長戦略 

○ 令和 7 年 10 月 21 日の高市内閣発足にあたり、18 人の閣僚へ政策の指針が示さ

れた。そのうち文部科学大臣への指針の中に、「(5)産業界のニーズを踏まえて活躍

する人材、未来成長分野に挑戦する人材を育成するため、大学改革に取り組むとと

もに、高等専門学校（高専）や専門高校の職業教育充実等を進める。日本が引き続

き科学技術立国として発展するため、内閣府特命担当大臣（科学技術政策）をはじ

め関係大臣と協力して、科学技術基盤を強化し、産学官連携による最先端の科学技

術・イノベーションへの投資を拡大する。」との記載があった。 

 

○ また、令和 7 年 11 月に「日本成長戦略本部」が設置され、成長戦略の検討課題

として「危機管理投資」・「成長投資」による強い経済の実現のため、１７の戦略分

野が定められた。また分野横断的課題への対応として、「未来成長分野に挑戦する

人材育成のための大学改革、高専等の職業教育充実。」が定められた。 

 

○ なお、令和 8年 2月 18 日の第２次高市内閣の発足に合わせ、改めて 18 人の閣僚

へ政策の指針が示された。高専関連については、「(5)産業界のニーズを踏まえて活

躍する人材、未来成長分野に挑戦する人材を育成するため、大学改革に取り組むと

ともに、高専や専門高校の職業教育充実等を進める。我が国が引き続き科学技術立

国として発展するため、科学技術相をはじめ関係大臣と協力して、挑戦的・独創的

な基礎研究への資金提供を含む科学技術基盤を強化し、産学官連携による最先端の

科学技術・イノベーションへの投資を拡大する。」と記載されている。 

  

図表３ 国立高専施設に関連する近年の動向 
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２．これまでの取組 
（１）国立高専施設に関する計画の体系について 

○ 国立高専施設については、国立高専機構の中期目標・中期計画を踏まえ、「施設

整備５か年計画」及び「インフラ長寿命化計画」が策定されている。これら２つの

計画は国立高専施設整備の根幹をなすものであり、国及び文部科学省が作成する上

位計画と連携している。 

各国立高専では、国立高専機構が策定する計画に基づき、各国立高専キャンパス

の基本的な計画であるキャンパスマスタープランを作成し、各年度の施設整備に関

する年次計画を立案し、所要の整備を実施している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
（２）国立高専施設に関する主な計画等について 

○ 国立高専機構では、過去「国立高専機構施設整備５か年計画（平成 28～32 年度）」

や「国立高専機構施設整備５か年計画 2021（令和 3～7 年度）」（以下、「現行５か年

計画」という。）を策定し、教育研究環境の整備充実を図るための取り組みを実施

している。 

また、インフラ施設の老朽化対応については、国の「インフラ長寿命化計画（平

成 25 年 7月）」や「文部科学省インフラ長寿命化基本計画（行動計画）（平成 27 年

3 月（令和 3 年 3 月更新））」に基づき、「国立高等専門学校機構インフラ長寿命化

計画（行動計画）（平成 29 年 3 月）」及び「同（個別施設計画）（平成 31 年 3 月）」

を策定し。その後、令和 3 年 3 月に「国立高等専門学校機構インフラ長寿命化計画

（行動計画・個別施設計画）2021」（以下、「インフラ長寿命化計画」という。）と

して行動計画及び個別施設計画の見直しを行った。 

  

図表４ 国立高等専門学校機構施設整備５か年計画の位置付け 
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① 現行５か年計画 

○ 現行５か年計画では、基本的な考え方として、各国立高専が各々の特性を発揮

し、51 高専 55 キャンパス全体を「共創」の拠点となる「KOSEN コモンズ」への

転換を目指すこととし、老朽改善整備の加速化として、「戦略的リノベーション」

による機能向上と長寿命化を図り、既存施設を最大限活用することとされた。ま

た、重点的に取り組むべき施設整備として「安全安心な教育研究環境の確保」「高

等教育への高度化への対応」「高専教育の国際化への対応」「SDGs への対応」の４

つの柱に基づいて実施していくこととされた。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

② インフラ長寿命化計画（個別施設計画） 

○ インフラ長寿命化計画（個別施設計画）では、国が「インフラ長寿命化計画」

で示したスキームに従って、国立高専が保有する施設（約 168 万㎡）を対象に 10

年間（令和３～12 年度）の施設整備所要額を試算した。大規模改修と改築を組み

合わせた施設のライフサイクルの考え方を導入して、旧耐震基準の施設は建築後

35 年で大規模改修しその 25 年後に改築、新耐震基準の施設は建築後 40～50 年

で大規模改修すると想定して試算した。これに法定耐用年数の２倍を超える基幹

設備（ライフライン）の更新費用を加えた結果、10 年間の所要額は約 1,425 億円

（約 151 億円/年(令和プロジェクト期間中)、約 134 億円/年(令和プロジェクト

期間後)）、それ以降は約 134 億円/年となった。 

また、その計画では「高専５か年計画終了時の令和７年度には、達成度等を確認・

検証し計画の更新・改定を実施し、継続的な取組を実施する。」と記載されてい

ることから、令和７年度に見直しを実施予定である。 

図表４ 国立高専機構施設整備５か年計画（概要） 

図表５ 国立高専機構施設整備５か年計画（令和 3 年度～7 年度） 
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③ 令和新時代高専の機能高度化プロジェクト 
○ 令和元年 11 月に新しい時代にふさわしい高専の機能の高度化、国際化等を実現

するため、「令和新時代高専の機能高度化プロジェクト」（令和元～6 年度）が策定

され、校舎や学生寮等の主要施設を中心に再生整備を実施し、令和プロジェクト以

前の６年間と比較して約４倍となる 29.9 万㎡の建物を改善し、老朽化対策が大き

く改善した。 

また、災害支援機能を備えた練習船の代船建造を行い、災害時に物資輸送を実施

するなど大きく貢献している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図表７ 「令和新時代高専の機能高度化プロジェクト」の成果 

図表６ インフラ長寿命化計画（個別施設計画）2021（概要） 
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３．国立高専施設の現状 
（１）施設の現状 
○ 全国 51 校 55 キャンパスの国立高専施設全体の保有面積は約 174 万㎡であり、ほ

とんどが国立高専の創設期（昭和 30 年代後半から 40 年代前半）に集中的に建設さ

れたため、経年状況が急速かつ一斉に進行している。 

図表８は、経年別の保有面積の構成であるが、この５年間で建築後 50 年以上の

割合が 50％（86 万㎡）から 59％（103 万㎡）に上昇しており、老朽化が進行して

いる状況に変わりはない。国立大学等と比べても老朽施設の割合が高くなっており、

老朽対策の加速化が望まれる。 

 

 

 

図表９は、建設年別の保有面積と施設の整備状況（改修済、一部改修済、未改修）

を５年ごとに区分したグラフで、令和 2 年 5 月 1日現在と令和 7年 5 月 1日現在を

比較したものである。令和プロジェクトによる施設整備が進んだものの、国立高専

の創設期（昭和 30 年代後半から 40 年代前半）に集中的に建設された施設が多数を

占めるため、改修を要する老朽施設（未改修＋一部改修済）は 73万㎡（全体の 42％）

から 71 万㎡（同 41％）と微減に留まっている。依然として全体の約４割が早急な

改修を必要としており、老朽施設改善を加速していく必要がある。 

 

 

 

図表８ 経年別保有面積の構成率 
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図表 10 は、建物種別ごとの老朽状況である。特に体育館と食堂等の福利厚生施

設が保有面積に対し、改修を要する面積の割合が大きくなっている。これは令和プ

ロジェクト期間中、教育研究活動に直結する校舎、実習工場、図書館、学生寮等に

優先的に配分され、体育館や福利厚生施設など高専生の生活等を支援する施設には

ほとんど配分されていないためと考えられる。今後はこれら高専生の生活を支える

施設の改善についても、対策を早急に検討する必要がある。 

                            

図表 10 建物種別ごとの老朽状況  

 

 

図表９ 建設年別の保有面積と施設の整備状況 
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○ 図表 11 は基幹設備（ライフライン）の老朽状況をを示したグラフであるが、基

幹設備の対策は、令和プロジェクト期間中など集中的に更新を進めたことにより、

老朽状況が相当程度改善されつつあるが、耐用年数を超過しているライフラインが

約５割（うち、経年 30年以上は約２割）あり、その割合は依然として高い。 

図表 11 基幹設備（ライフライン）の老朽状況 

 

 

（２）現行５か年計画による施設の改善状況 

○ 現行５か年計画期間中の国立高専施設の整備費予算額（補正予算を含む）は約654

億円であり、令和プロジェクト期間中と重なった部分もあることから、単純平均で

約 130 億円/年が予算措置された。 

  この５年間で、建物については、整備目標の約 48 万㎡に対して大規模改修事業

を中心に約 14 万㎡の整備を行い、その結果改修を要する老朽施設の割合が全体の

42％から 41％に減少する等の成果が表れているものの、依然として相当数の要改

修施設を抱える状態が続いている。一方、基幹設備（ライフライン）の老朽化改善

は、目標の約 78㎞を大幅に上回る約 99㎞の更新を実現することができた。 

建物については、令和プロジェクトにおいて新たな国際寮の整備が計画されたた

め、大規模改修事業を中心とした当初の整備目標と実績の乖離が見られる。 

繰り返し述べるように、令和プロジェクトにより施設整備が加速度的に実施され

たものの、高専の創設期に集中して建設された建物が多く占めているため、今後も

継続的に対策を講じていく必要がある。 
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○ ４つの重点的な整備の取り組み状況についてみると、「安心安全な教育研究活

動」について、老朽建物の改善整備については要改修面積の割合が 40%から 41%と

なった。ライフラインの改善整備については、法定耐用年数の 2倍を超える主要

配管・配線の割合は 25%から 20%、主要設備の割合については 16%から 17%となっ

ている。 

 

 「高専教育の高度化への対応」については、図書館などの整備を実施しているた

め、アクティブラーニングスペース等の面積は年々増加しており、令和 3年時点か

ら 7,718 ㎡増加し累計 40,183 ㎡となっている。 

 

 

 「高専教育の国際化への対応」については、混住型学生寮の整備を順次実施して

おり、令和 3～7年の 5年間で 76件の整備を実施している。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表 12 施設整備費補助金の推移 
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  「SDGs への対応」については、平成 28 年度から令和 2 年度までの平均を基準と

して５年間でエネルギー消費原単位の５％以上削減することを目標としており、令

和 6 年度末時点で 11.7％の削減を達成している。 

 

  

図表 13 現 5 か年計画 重点的な整備実績（R3 年～R6年） 
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第３章 今後の国立高専施設における中期的な対応方策 

１．国立高専施設の目指すべき方向性 
（１）国立大学法人等施設の役割と方向性 

○ 文部科学省が公表した「第６次国立大学法人等施設整備５か年計画(R8～12年度)

策定に向けた最終報告」（令和７年 12 月）（以下、「最終報告」という。）において、

国立大学法人等の役割については、近年の社会情勢の急速な変化の中で、本来的な

役割である教育研究機能と学術研究の成果を広く社会に提供することによる社会

貢献が求められており、その中で国立高専は職業に必要な実践的かつ専門的な知識

及び技術を有する創造的な人材の育成を目的とし、理論だけでなく実験・実習や 

PBLによる実践力の修得に重点を置いた５年一貫の技術者教育を行う高等教育機関

として、社会貢献を見据えた実践的・創造的な技術者を養成する役割が求められて

いる。とされている。 

 

 また、国立大学法人等の方向性については、成長分野や複雑化する社会課題の解

決をリードする人材の育成や、研究力の引き上げによる国際競争力の強化、地域の

様々なステークホルダーと連携した学術研究の成果を社会に還元することなどを

通じて、近年の複雑化する社会課題を解決し、世界や地域に貢献することで、地域

と共に継続的に発展していくことが必要とされており、その中で国立高専は、地域

の産業や成長分野をけん引する人材育成の強化、起業家教育の推進や大学・大学院

との接続強化といった高専教育の高度化を進めるとともに、学生の海外派遣・留学

生の受け入れ推進、日本型高専教育制度の海外展開等による教育の国際化を進めて

いくことにより、高等専門学校の教育の質を高めていくことが重要である。とされ

ている。 
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（出典）第６次国立大学法人等施設整備５か年計画(R8～12 年度)策定に向けた最終報告 概要 

 

（２）国立高専施設の目指すべき方向性 ～KOSEN コモンズの実装化～ 

○ 文部科学省の最終報告では、ソフト・ハード一体となったキャンパス全体の共創

拠点（イノベーション・コモンズ）の実装化を目指していくことが必要であるとさ

れているが、更なる推進のためには教育研究活動や共創拠点の基盤となる施設やラ

イフライン等が重要である。しかしながら経年による劣化や機能低下が著しく進行

しており教育研究活動にも支障が生じるとともに、災害発生時の防災拠点としての

役割も担っていることから、安全性・耐災害性の強化は最重要課題として取り組む

ことが必要。とされている。 
 
○ 共創拠点の「共創」の考え方は、国立高専の使命である人材育成や地域貢献への

取り組みにも共通するものである。国立高専の多くが県庁所在地以外の主要都市

（全国 51高専 55 キャンパス）に立地しているのは、国立高専の創設が地域の要望

と産業界のニーズに基づくものであった経緯によるものである。創設当初から地域

密着型の実践的な教育が行われ、地域産業を担う人材育成や地域課題の解決に向け

た役割を果たしてきたことによって、産業界や地域社会にとって国立高専はより身

近な存在になっている。 

 

○ 「イノベーション・コモンズ」が目指す産業界や地方公共団体との「共創」は、

国立高専が実践してきた取り組みと基本的な同じ考えに基づいたものであること

から、国立高専のキャンパスもこの「共創」の考え方をさらに進め、国立高専の教

育研究活動がより地域に近い存在であるという特長を活かして、国立高専独自の共
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創拠点となる「KOSEN コモンズ」の実装化を目指すことが必要である。 

  また「KOSEN コモンズ」による実装化による成果が、地域企業や自治体など様々

なステークホルダーにも目に見える形で享受され、地域の発展にも貢献することで

国立高専の取組が社会から理解されることにより、実装化の意義をステークホルダ

ーに、さらには社会全体に示していくことが望ましい。 

 

○ 「KOSEN コモンズ」を実現させるためには、①主体的な学びを創出する場と、②

地域・社会・世界との「共創」の場を創設する必要がある。このような場の創設を

通じて、各国立高専が各々の特性を発揮し、51 高専 55 キャンパス全体を「共創」

の拠点とすることが必要である。 

 
① 主体的な学びを創出する場 

○ Society5.0 の実現など社会の変化の中で、実践的・創造的な技術者の育成機関

として期待されている国立高専においては、我が国の未来を切り拓く先導的な人

材育成の場にふさわしい基盤的環境を確保する必要がある。 

 高度な知識や技術力を習得するとともに、コミュニケーション力や相手と合意

形成する能力など、主体性や情報発信力を通して自ら取り組む創造力を身につけ

る「主体的な学びを創出する場」が必要である。 

 

○ 「主体的な学びを創出する場」として必要なのは、次のような空間である。 
・個人や少人数で集中して個別最適な学びを実現する空間 
・複数人で議論ができる協働的な学びを実現する空間 
・自由なスタイルで日常的にコミュニケーションが生まれる空間 
・時間や空間を超えたコミュニケーションを可能にする ICT 環境 
・実験・実習等の体験重視型の教育を実施できる環境 
・研究のテーマや規模に応じて部屋の形状や仕様をフレキシブルに変更できる空

間 
・異学年や異分野の学生が交流し、活動できる空間 
・留学生と日本人学生が交流できる学生寮、外国人研究者が暮らしやすい宿舎 

 

 

 

 

 

 

 【国際寮】ラーニングスペースでの自学自習風景 

（東京高専） 
【学生寮】学生と留学生との交流風景 

（呉高専） 
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② 地域・社会・世界との「共創」の場 

○ 国立高専は、それぞれの立地の経緯や現状を踏まえ、地域活性化の中核組織と

しての機能を強化することが求められている。職業人を対象に知識や技術を新た

に修得する教育の充実や、産業界や地域との協働による人材育成など、地域産業

を創出し発展させることが重要な役割となっている。 
 国立高専には、地域密着型の課題解決や社会実装２が期待されており、全国 51

高専のネットワークを活用して地域や企業と一体となって、地域・社会・世界と

の「共創」の場となることが求められる。 
 また、防災拠点としての役割も担っていることから、地域の実情に応じた防災

拠点となるよう、体育施設やライフラインの整備も含め施設の強靱化への対応が

必要となる。 
 
○ 多様な者との「共創」ができるよう、性別、国籍、障がいの有無にかかわりな

く、ひとり一人が安全で利用しやすく、多様な人材の能力を最大限発揮できる環

境が求められている。 
 また、カーボンニュートラルの実現を目指し、CO2 排出量の削減を進めるなど、

SDGs な社会の構築のためにも、国立高専施設は先導的役割を果たすことが求め

られている。 

 
○ 「地域・社会・世界との「共創」の場」に必要なのは、次のような空間と機能

である。 
 ・地域との連携や支援活動を行う施設とその活動に関する情報発信拠点 

  ・地域社会の課題解決のための実証実験の場 

  ・学生によるベンチャー企業オフィス 

 ・地域の企業や地方公共団体との施設の相互利用 

 ・国立高専の枠を超えて日常的に交流できる空間の充実 

 
２ 「社会実装」とは、得られた研究成果を社会問題の解決のために応用、展開すること 

【校舎】コミュニケーションスペースでの談笑風景 

（釧路高専） 
クリエイティブラボでの活動風景 

（明石高専） 
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 ・ICT を活用した遠隔教育や災害時のネットワーク構築に対応するための情報イ

ンフラの整備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（３）「KOSEN コモンズ」の実装化に向けた課題 

○ 国立高専施設の多くは創設期（昭和 30 年代後半から 40 年代前半）に集中的に整

備されたものであり、創設以来、今日まで 50 年以上を経過し、ライフラインも含

めた老朽化や教育研究の機能低下が著しく進行しており、令和元年度から 6 年度に

かけて令和プロジェクトとして、老朽施設の改善や施設機能の高度化等を集中的に

実施し一定の成果を挙げたが、老朽化率は国立大学の 35.5%と比較して国立高専は

41.0%であることから、引き続き老朽施設の改善は喫緊の課題である。 

 

○ グローバル化の進展に伴う外国人留学生の受け入れや、女子学生、障害のある学

生等の受け入れに対応するため、留学生と日本人学生が交流できる学生寮の整備を

はじめ、ダイバーシティにも配慮した多様な人材が学び合える学修環境の整備を引

き続き推進することが重要である。 
 
○ 地域の産業界を支える人材育成やアントレプレナーシップの醸成を通じた新産

業創出や地方創生の実現、若い人材の地元定着、UI ターン等を促す魅力ある地域

社会の実現に向けて、既に全国各地で行われている地域企業や商工会議所等と高等

専門学校が連携した人材育成を発展させることも視野に入れ、地方公共団体や産業

界、高等教育機関、教育委員会等とが連携した共創拠点の実装化に取り組むことが

重要である。 
 
○ 国立高専の多くは地域の指定避難所等となっている。このため、災害発生時に地

域の防災拠点としての役割が果たせるよう、トイレや体育館の空調整備などの耐災

害性・防災機能の強化を推進することが重要である。グローバル人材の育成や高専

教育制度の海外展開を推進するため、優秀な留学生を受け入れることが重要である

が、既存の学生寮は国際水準に比べて極めて低水準で、早急な居住環境の改善が課

題である。 

【共創空間】光電磁環境研究のための電波暗室 

（熊本高専・佐世保高専） 

【共創空間】課題解決学習(PBL)の様子 

（函館五稜乃蔵 函館高専醸造ラボ） 
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２．基本的な考え方 
 

（１）施設整備 
① 老朽改善整備の加速化 
○ 老朽施設を早期に改善するため、既に保有している施設に対して「戦略的リノ

ベーション」を中心とした長寿命化改修を行い、これらを最大限有効活用しなが

ら、安全・安心で質の高い魅力ある教育研究環境を確保する必要がある。 

 

○ 一方で、国立高専施設の多くが創設期（昭和 30 年代後半から 40 年代前半）に

集中的に整備されているため、改築時期の集中的な到来が予想されている。この

ため、「高専別個別施設計画」に基づき計画的な整備が重要である。 

 
○ また、災害時には地域住民の避難所にもなることから、老朽化した施設の改善

に併せて、非構造部材の耐震化やライフラインの更新など、防災機能強化等を実

施することも重要である。 
 

② 計画的・重点的な施設整備 

○ 国立高専施設は、施設の老朽化、教育の高度化、国際化等の課題に的確に対応

するため、「安全・安心な教育研究環境の確保」、「高専教育の高度化への対応」、

「高専教育の国際化への対応」、「SDGs への対応」を引き続き重点的に進めるこ

とが必要である。 
 

（２）施設マネジメント 
○ これら基本的な考え方に基づき整備された施設が目指すべき教育環境を維持・確

保するためには、総合的かつ長期的視点に立ち、日々の施設の維持・活用に取り組

む必要がある。また、各高専においても学校運営における戦略的な施設マネジメン

トを実施することが重要である。 

 

〇 「KOSEN コモンズ」を実現する際、高専のキャンパス内に整備するのみでなく、

連携先の地方公共団体や産業界、高等教育機関、教育委員会などが管理している施

設を活用するなど、外部の施設を活用することにより共創拠点（KOSEN コモンズ）

とすることも１つの考えであることに留意する必要がある。 

 

○ また、施設整備にあたっては施設整備費補助金のみならず、多様な財源も活用す

るなど学校経営の視点を踏まえた施設整備も積極的に検討することが望まれる。例

えば、太陽光発電の導入費用を他省庁の補助金や地方自治体の補助金を活用するこ

となどが考えられる。 
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○ 遊休施設について、例えば学校活動や授業で使用しておらず今後も活用が見込ま

れない場合などは取り壊しを検討するなど、長期的視点に立った維持・活用の観点

から、保有面積の総量最適化を積極的に検討する。なお、財源については引き続き

検討していくことが必要である。 

 

○ 施設マネジメントを長期的な視点を持って計画立案し実施していくのは施設系

職員である。施設整備に関する予算などについても多様化してきているため、従来

の業務内容にとらわれず柔軟に対応していくことが求められる。そのため職員一人

一人が視野を広く持って自己研鑽に励むとともに、必要に応じて関係部署へ積極的

な提案を行うなど、施設を中心とする高専の運営に積極的に関与することが望まし

い。 

ただ、各高専の施設担当職員が平均２名程度であるためマンパワーが足りず、機

構本部が積極的に関与しているところであるが、平成１６年の独立行政法人化以前

と比べると機構本部の職員を加えても人員不足が慢性化しているところである。 

このため、各種研修会への参加や人事交流等で他機関を経験するなど、新たな気

づきを得ることも必要である。 

 
３．重点的に取り組むべき施設整備について 
（１）安全・安心な教育研究環境の確保 

○ 国立高専施設が国立高専における教育研究活動の基盤として必要な機能と水準

を確保し、これを維持し続けるためには、防災機能強化に配慮しつつ、老朽施設の

改善を推進し、安全で安心な教育研究環境の整備を加速する必要がある。 

 経年劣化により安全性に支障のある配管・配線などの基幹設備（ライフライン）

は、防災機能の強化並びに事故の未然防止を図るとともに、教育研究活動の基盤と

して相応しい質を確保するため、計画的かつ重点的に更新を推進する必要がある。 
 
○ また、近年の全国的な猛暑による熱中症の防止や安全・安心な教育研究環境の確

保のため、空調設備が未設置の高専について早急に空調設備を設置する必要がある。 
 
（２）高専教育の高度化への対応 

○ 高専教育の高度化に対応するため、施設の有効活用によりスペースを確保すると

ともに、新たな教育方法や多様な学習形態に必要な学習環境整備を推進する必要が

ある。 

 「ものづくり」を先導する人材育成の場にふさわしい基盤的環境を整備するため、

校舎、実習工場、図書館、学生寮等を整備するとともに、教育の高度化に向けた基

盤的設備の更新を引き続き行う必要がある。 

 

○ 体育施設は地域の避難所となることから、国立高専の体育施設にも避難時に必要
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となる機能を充実させることが必要である。とりわけ体育館に空調設備が未設置の

高専が多いことから、災害時には地域住民の避難所となるばかりではなく、熱中症

の防止のためにも、体育館への空調設備設置は重要である。ただし、ライフサイク

ルも考慮し計画的に実施していく必要がある。 

 また、体育館については有効活用の観点から、室内競技のみに限らず幅広い活用

方法を検討することも検討するべきである。 

 

（３）高専教育の国際化への対応 
○ 留学生の受入れ拡大に対応するため、国際水準に比べて極めて低水準な既存学生

寮の改善整備を推進する必要がある。その際、日本人学生の国際理解向上を図るた

め、ダイバーシティにも配慮した、留学生と日本人学生が共に住む混住型学生寮と

して整備することが引き続き重要である。 

  

（４）SDGs への対応 

○ 年々割合が増えてきている女子学生や女性教職員に加えて、障がいや LGBTQ＋

等の学生の受け入れ拡大や地域連携の強化による高齢者や乳幼児連れの方の利用

など、利用者の多様化を考慮した施設整備が重要である。 
  また、留学生の増加に伴い、様々な宗教、国籍、習慣、文化を持った学生が利用

する上での施設面の配慮がより一層大切になってくる。 
 

○ カーボンニュートラルに対応するため、2013 年度を基準として、学校等の事務

及び事業に伴い直接的及び間接的に排出される温室効果ガスの総排出量を 2030 年

度までに 50%削減することを目標とする。 

  このため、高効率型照明や省エネ型空調への更新、施設の高気密化・高断熱化、

ネット・ゼロ・エネルギー・ビル（ZEB）３やキャンパスのスマート化など、社会の

先導モデルとなる取り組みを推進する。 

 

４．整備目標 
 上記の整備を行うための所要経費について、下記のような仮定の下で試算した。次期

の５か年計画期間中に整備する建物整備（改修及び改築）を約２６万㎡、ライフライン

の更新約１３５km とすると、これに必要な経費は約９４０億円（試算）となる。 

 

○ 「戦略的なリノベーション」による老朽改善で機能向上と長寿命化を図り、安全・

安心な教育研究環境を確保する。 

 
３ ネット・ゼロ・エネルギー・ビル（ZEB）とは、快適な室内環境を実現しながら、建物で消費する年間

の一次エネルギーの収支をゼロにすることを目指した建物のこと 

参照元（環境省）：http://www.env.go.jp/earth/zeb/about/index.html 
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次期５か年計画期間では、整備後 30 年以上の校舎、実習工場、図書館、学生寮

の整備を行うとともに、整備後 40 年以上で大規模改修が未実施の体育館、食堂等

の整備を重点的に実施する。 

 

○ 通常の維持管理では対応できないような機能劣化の著しいライフラインについ

て、教職員の安全や安心を確保するとともに事故の未然防止と災害時の教育研究の

継続性を確保するため、更新の対象とするのは、経年 30 年を超えると事故発生率

が大きく上昇する傾向にあることから経年 30 年を超えるライフラインとする。 

   

○ これに加えて、設備機器等の更新や部分的な改修、屋外環境やキャンパスの景観

など国立高専の特色にふさわしいキャンパス環境の魅力を高める整備を実施して

いく。 
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第４章 計画的な施設整備を推進するための方策 

１．将来を見据えた魅力あるキャンパスマスタープランの策定 
○ 国立高専施設の整備は、高専教育の高度化、日本型高専教育の国際展開と国際化

の一体的推進等の国立高専教育の目指すべき姿を実現するため、「令和新時代高専

の機能高度化プロジェクト（令和元年度～６年度）」の実施により、老朽施設の改

修を中心とした整備が進められた。 

 

○ 今後、各国立高専においては、本報告書並びに、高専機構本部が策定する次期５

か年計画における施設整備方針を踏まえ、キャンパスマスタープラン４の見直しに

努めることが重要である。 

 その際、建築系・建設系の学科がある国立高専においては、当該教員や学生の参

画を求めるなど学校全体として取り組むことも重要である。一方、このような学科

がない国立高専においては、近傍の国立高専や大学の学識経験者や実務経験者の参

画を求めることも有効な方法である。 

 機構本部は各国立高専が策定するそれぞれの計画について、必要に応じて技術

的・専門的な支援を行う必要がある。 

 

２．地域・社会・産業界との共創強化 ～KOSEN コモンズの実現に向けて～ 

○ 国立高専は、それぞれの地元の産業界からの強い要請で生まれ、「ものづくり日

本」における発展の礎を築いてきたと言っても過言ではない。現在も、地域・産業

界に貢献する人材育成や地域に根差した産学連携による教育研究は国立高専が果

たす大きな役割である。そのため、各国立高専は、地域・社会・産業界からのニー

ズの変化等を踏まえ、更なる高専教育の高度化・国際化を進めるとともに、日常か

ら教育研究の成果に関する情報発信に努め、地域・社会・産業界との「共創」を強

化していく必要がある。 

 

○ その際、各国立高専のキャンパス全体を「主体的な学びを創出する場」、「地域・

社会・世界との「共創」の場」として最大限に活用していくことが必要であり、国

立高専独自の共創拠点となる「KOSEN コモンズ」の実現に向けて取り組むことが重

要である。 

 

３．施設マネジメントの推進  
○ 総合的かつ長期的視点に立って施設の維持・活用に取り組むためには、保有面積

の抑制、最適化（施設のトリアージなど）を図りながら効率的な活用を行う施設マ

 
４ 「キャンパスマスタープラン」とは、10〜20 年程度の長期スパンで教育・研究・学生生活

の質を高めるためにキャンパスの空間・施設・インフラをどう整備していくかを示す総合計画 



28 
 

ネジメントを推進していくことが重要である。例えば、利用頻度の低いスペースは

他の用途への転用や集約化するなど戦略的にマネジメントすることが望まれる。機

構本部においても各高専の取組を促すよう調査を行うことも必要である。 

  

〇 施設は経営資源の一つであり、施設マネジメントはトップマネジメントとして、

各校長のリーダーシップによる全学的体制で実施する必要がある。その際、学科の

枠を越えた横断的な実務体制を構築するとともに、実効性のある取り組みとして全

学的にスペースを管理することにより、目的・用途に応じた施設の需給度合いや利

用率などを踏まえながら、経営的に立って既存スペースを適切に配分し、施設の有

効活用を積極的に行うことが重要である。 

 

○ 施設の整備・修繕、既存施設の有効活用、省エネルギー対策などの施設マネジメ

ントの実施方策について PDCA サイクルを確立するとともに、その取り組みを継続

的に改善していくことが必要である。 

 施設の維持管理コストは設計内容で決まることから、設計段階から維持管理コス

トの提言に対する充分な検討を行うとともに、質の高い設計を行う設計者を確保す

ることが重要である。また、維持管理業務の複数年度契約や同種業務の一括発注な

ど、契約面からのコスト縮減も検討する必要がある。 

 さらに、現下の厳しい財政状況の中で、国からの施設整備費補助金による整備の

みならず、基盤的経費やふるさと納税も含めた企業や個人の寄付金等の活用、地方

自治体の補助金の活用など多様な財源を活用した施設整備を推進する。 

 

○ また、インフラ長寿命化計画（行動計画・個別施設計画）2021 の改定にあたって

は、新旧耐震基準の施設のライフサイクルの考え方として、経年 40 年程度で大規

模改修、経年 80 年程度で改築を想定（経年 20 年程度と 60 年程度でそれぞれ性能

維持改修を実施）しており、そう遠くない将来に改築による整備需要が増大するこ

とが示唆されていることから、キャンパスマスタープランに基づく施設整備計画５

の立案が重要となる。このため、「高専別個別施設計画」を策定し計画的な施設整

備が実施できるようにした。 

 

 

 

 

 

 

 
５ 「施設整備計画」とは、各高専が保有する建物・設備を、どのように更新・改修・新設して

いくかを具体的かつ体系的にまとめた計画 
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４．フォローアップ 
○ 計画の達成状況や施設整備による教育研究上の成果に関するフォローアップを

行い、今後の国立高専の施設整備の推進に活用することが必要である。 

 また、インフラ長寿命化計画（行動計画）及び同（個別施設計画）についても、

新たに策定される次期国立高専施設整備５か年計画を踏まえ、必要に応じて見直す

ことが望ましい。 

 
  

図表 14 基本的なライフサイクルの考え方 
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今後の国立高等専門学校施設の整備充実に関する調査研究会設置要項 

 

理事長裁定 

   制定 令和７年６月１０日 

 

 

（設置） 

第１条 独立行政法人国立高等専門学校機構（以下「機構」という。）が所管する施設は，

教育研究活動の基盤であり，これまで老朽改善を中心に施設の安全対策や機能強化など

を推進してきた。今後の施設整備については，安全性の確保とともに，Society5.0 で実

現する，社会・経済構造の変化等を踏まえ，教育の高度化・国際化に対応した施設整備

を一層推進する必要がある。このため，厳しい財政状況の下，計画的かつ重点的に施設

整備を進める必要があることから，今後の方向性等について検討を実施するための調査

研究会（以下「調査研究会」という。）を設置する。 

 

（検討事項） 

第２条 調査研究会は，次の各号に掲げる事項について検討する。 

 一 今後の機構施設整備の推進方策について 

 二 その他 

 

（組織） 

第３条 調査研究会の委員は，次の各号に掲げる者とする。 

 一 機構総務担当理事 

 二 機構理事長特別補佐であって，理事長が指名する者 

三 国立高等専門学校長であって，理事長が指名する者 

四 施設整備に関する専門的知識を有する機構外部の者 

２ 調査研究会に，主査を置き，委員の互選により選任する。 

３ 必要に応じ，委員以外の者の協力を求めることができる。 

４ 委員の任期は調査研究会の設置期間の範囲とする。 

 

（設置期間） 

第４条 調査研究会の設置期間は，令和７年６月１０日から令和８年３月３１日までとす

る。 

 

（庶務） 

第５条 調査研究会の庶務は，機構本部事務局施設部施設企画課において処理する。 

 

（その他） 

第６条 この要項に定めるもののほか，必要な事項は，主査が定める。 
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附 則（令和７年６月１０日制定） 

この要項は，令和７年６月１０日から施行する。 
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別紙

 

氏 名 役 職

梶山 正司 国立高等専門学校機構総務担当理事

鶴見 智 小山工業高等専門学校長

出口 敦 東京大学執行役・副学長
大学院新領域創成科学研究科教授

富田 大志 石川工業高等専門学校長

本江 哲行 国立高等専門学校機構理事長特別補佐

（敬称略、五十音順）

事務局
永田 昭浩 国立高等専門学校機構本部事務局長
江川 豊 国立高等専門学校機構本部事務局施設部長

今後の国立高等専門学校施設の整備充実に関する調査研究会名簿
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２．国立高専の施設整備に係る経費について（試算） 

 

整備目標：約２６万㎡、約９４０億円 

 

【考え方】 

○基本的なライフサイクルの考え方（性能維持改修：経年 20 年・60 年、大規模改修経年

40 年、改築経年 80 年）により算出した「高専別個別施設計画」の令和 8(2026)～12(2030)

年度部分を整備目標とする。 

○ライフラインの更新については、令和 7 年 5 月 1 日時点で経年 30 年以上の「主要配管・

配線」及び「主要設備」の更新費用を算出し、10 年で更新すると仮定してその半数（5

年）の費用を算出した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

「高専別個別施設計画」における施設の大規模改修と改築時期など 

34



 
 

１．建築物等（性能維持改修を含む） 

「高専別個別施設計画」において令和 8(2026)～12(2030)年度に計画している 

・大規模改修・改築 約２６万㎡、約７３１億円 

・性能維持改修          約１１８億円 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．ライフラインの更新 

令和 7 年 5 月 1 日時点で法定耐用年数の２倍を超える（経年 30 年以上）の主要配管・

配線及び主要設備の５割を更新 

 

更新が必要な整備量     ５年間で５割対応 

主要配管・配線  ：  約２７０km   ⇒⇒⇒   １３５km 

主要設備     ：   １６９台   ⇒⇒⇒    ８５台 

約９０億円 

 
注１）「高専別個別施設計画」は、各高専において保有する 500 ㎡以上の建物が該当。（職員宿舎を除く。） 
注２）改築時は、集約化やスペースの共有化を図ることを前提に延べ面積を 20%抑制することを目指す。 
注３）単価は以下の金額と想定して算出 

■性能維持改修 
防水単価：10 千円/建㎡ 外壁単価：11 千円/延㎡ 空調単価：20 千円/延㎡ 

■大規模改修単価：300 千円/延㎡ 
■改築単価：400 千円/延㎡（20%抑制単価） 
■ライフライン 
 主要設備・配線：31,500 千円/km 主要設備：54,000 千円/台 

「高専別個別施設計画」における５１高専のライフサイクルコスト 
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「高専別個別施設計画」における５１高専のライフサイクルコストについて、３５年間

（2026～2060 年度）の予測をシュミレーションした。 

 

 

シュミレーション 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●３５年間(2026～2060 年度)を単純に平準化した場合    約１６７億／年（性能維持改修を含む） 

１６７億ライン 

約 1,100 億

約 100 億円 

約 1,100 億円 

※１：改築の場合は、保有面積の抑制、最適化（施設のトリアージなど）を図ることとする 

※２：施設整備費補助金の近年の実績ベース（年間約 100 億円（補正予算含む））では、計画が後ろ倒しになり 

安全・安心な教育環境が危ぶまれる恐れ 

※３：今後の建設資材高騰・労務費の上昇等による影響も考慮する必要がある。 

建設資材高騰等による 

必要整備費ライン(※３) 
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保有面積の推移

データ基：国立大学法人等施設実態報告

1,684 1,686 1,688 1,688 
1,694 1,694 1,695 1,695 1,695 1,697 1,699 

1,723 1,725 1,728 1,731 1,734 
1,738 

1,650

1,660

1,670

1,680

1,690

1,700

1,710

1,720

1,730

1,740

1,750

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

面
積

（
千

㎡
）

＋15千㎡

※R7当初予算まで反映

豊田他2校で学
生寮新築

函館他16校で
国際寮の新築

H12からテクノセンター新築

現５か年計画期間

令和プロジェクト期間
＋37千㎡

現５か年計画の整備目標の設定
１．建築物等
（１）校舎、実習工場、図書館、学生寮

①令和３年５月１日時点で旧耐震基準施設の大規模改修未実施施設15万㎡を整備
②令和３年５月１日時点で旧耐震基準施設の大規模改修実施後25年以上の施設５万㎡を整備
③令和３年５月１日時点で新耐震基準施設の建設後25年以上の施設18万㎡のうち９万㎡を整備
④対象面積のうち、22.5万㎡を大規模改修、6.5万㎡を改築（20%面積抑制）整備

小計：６０３億円
（２）体育館、食堂等

⑤令和３年５月１日時点で旧耐震基準施設の大規模改修未実施施設12万㎡のうち６万㎡を整備
⑥対象面積のうち5.4万㎡を大規模改修、0.6万㎡を改築整備

小計：１１５億円

２．ライフラインの更新
（１）主要配管・配線

・令和３年５月１日時点で法定耐用年数の２倍を超える（経年30年以上）の主要配管・配線の５割を更新
（整備目標：78km ）

（２）主要設備
・令和３年５月１日時点で法定耐用年数の２倍を超える主要設備の５割を更新（整備目標：56台 ）

小計： ３６億円

３．その他修繕等
・設置後15年～25年が経過している以下の対象面積の７割程度（約13万㎡（推計））
①設備機器等の更新 ②屋上防水 ③外壁等の部分的な改修 ④屋外空間・特色ある高専施設の整備

小計： ６５億円

整備目標：４８万㎡ 約８００億円 ※主要配管・配線 ７８km
主要設備 ５６台 を含む
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４．高専施設の現状等に関するデータ




現５か年計画期間中の重点整備の整備実績
１．建築物等
（１）校舎、実習工場、図書館、学生寮
①令和３年５月１日時点で旧耐震基準施設の大規模改修未実施施設15万㎡を整備 → 5.3万㎡整備（進捗率：約35％）
②令和３年５月１日時点で旧耐震基準施設の大規模改修実施後25年以上の施設５万㎡を整備 → 1.3万㎡整備（進捗率：約26％）
③令和３年５月１日時点で新耐震基準施設の建設後25年以上の施設18万㎡のうち９万㎡を整備 → 7.3万㎡整備（進捗率：約81％）
④対象面積のうち、22.5万㎡を大規模改修、6.5万㎡を改築（20%面積抑制）整備 → 13.9万㎡大規模改修、4.1万㎡改築（13%面積増）

※国立高専機構施設整備５か年計画2021の整備目標面積が対象
※整備実績は改修および取り壊しの面積を含む
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11.7

0.0

5.2

0.6 0.3

③

現５か年計画期間中の重点整備の整備実績
１．建築物等
（２）体育館、食堂等
⑤令和３年５月１日時点で旧耐震基準施設の大規模改修未実施施設12万㎡のうち６万㎡を整備 → 0.5万㎡整備

（進捗率：約8％）
⑥対象面積のうち5.4万㎡を大規模改修、0.6万㎡を改築（20%面積抑制※1）整備 → 0.6万㎡大規模改修、
0.2万㎡改築（38%面積減）

※国立高専機構施設整備５か年計画2021の整備目標面積が対象
※整備実績は改修および取り壊しの面積を含む

0.4
0.1

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0

高専体育施設 高専支援施設

[
 
面

積
(
万

㎡
)
 
]

[ 面積区分 ]

5か年計画整備状況

実施[万㎡] 目標[万㎡]9.3

2.3

⑤

0.6

0.20

1

2

3

4

5

6

7

大規模改修 改築

[
面

積
(
万

㎡
)
]

5か年計画整備状況

実施[万㎡] 目標[万㎡]5.4

0.6

38%面積減

⑥
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現５か年計画期間中の重点整備の整備実績
２．ライフラインの更新
（１）主要配管・配線
・令和３年５月１日時点で法定耐用年数の２倍を超える（経年30年以上）の主要配管・配線
の５割を更新（整備目標：78km ）→ 99km整備（進捗率：約127％）

（２）主要設備
・令和３年５月１日時点で法定耐用年数の２倍を超える主要設備の５割を更新
（整備目標：56台 ）→ 63台整備（進捗率：約113％）

0 20 40 60 80 100 120 140

主要設備

主要配管・配線

達成率[%]

５か年計画整備状況

整備済

現５か年計画期間中の重点整備の整備実績（まとめ）
１．建築物等
（１）校舎、実習工場、図書館、学生寮

①令和３年５月１日時点で旧耐震基準施設の大規模改修未実施施設5.3万㎡を整備済
②令和３年５月１日時点で旧耐震基準施設の大規模改修実施後25年以上の施設1.3万㎡を整備済
③令和３年５月１日時点で新耐震基準施設の建設後25年以上の施設7.3万㎡を整備済
④対象面積のうち、13.9万㎡を大規模改修、4.1万㎡を改築（20%面積抑制）整備済

（２）体育館、食堂等
⑤令和３年５月１日時点で旧耐震基準施設の大規模改修未実施施設0.5万㎡を整備済
⑥対象面積のうち0.6万㎡を大規模改修、0.2万㎡を改築整備済

２．ライフラインの更新
（１）主要配管・配線

・令和３年５月１日時点で法定耐用年数の２倍を超える（経年30年以上）の主要配管・配線の５割を更新
（整備実績：99km ）

（２）主要設備
・令和３年５月１日時点で法定耐用年数の２倍を超える主要設備の５割を更新（整備実績：63台 ）

３．その他修繕等
・設置後15年～25年が経過している以下の対象面積の７割程度（約13万㎡（推計））
①設備機器等の更新 ②屋上防水 ③外壁等の部分的な改修 ④屋外空間・特色ある高専施設の整備
（整備実績：目標の87.7%（金額ベース））

整備実績：１４．４万㎡ ７１１億円

６５４億円
（施設整備費補助金）

５７億円
（運営費交付金、施設費交付金）

※主要配管・配線 ９９km
主要設備 ６３台 を含む

８８．９％
（金額ベースで達成）

50



経年別保有面積の構成率
国立高専の創設期（昭和30年代後半から40年代前半）に集中的に建設されており、
令和7年5月1日現在、経年50年以上の施設面積は103万㎡で、全体の約6割を占めている。

データ基：国立大学法人等施設実態報告

経年50年以上

711万㎡

経年50年以上

103万㎡

経年50年以上

86万㎡

経年35年以上50年未満

727万㎡

経年35年以上50年未満

30万㎡

経年35年以上50年未満

42万㎡

経年25年以上35年未満

433万㎡

経年25年以上35年未満

17万㎡

経年25年以上35年未満

17万㎡

経年25年未満

880万㎡

経年25年未満

24万㎡

経年25年未満

28万㎡

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

国立大学等の

全 保 有 面 積

R7.5.1
現在

R2.5.1
現在

(R7.5.1現在)

9 11
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㎡

）

経年

・改修済：71万㎡ → 78万㎡【＋7万㎡】

・改修を要する老朽施設：73万㎡(42％) → 71万㎡(41％)【▲2万㎡】

施設全体の老朽状況

令和2年5月1日現在 令和7年5月1日現在

データ基：国立大学法人等施設実態報告

未改修 30 万㎡

一部改修 24 万㎡

改修後25年 19 万㎡

改修済 71 万㎡

経年25年未満 28 万㎡

172 万㎡

要改修
面積

73万㎡

整備済
面積

99万㎡

保有面積合計

11
2 2 1

8
18

30

14
5 2 5 2

7 

9 

2 

1 
0 

0 
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0 

2

7

2

2
2 1

1
1

3

6

2

3 5 2 4 8
0
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60

70

面
積

(万
㎡

）

経年 ※R7当初予算まで反映

未改修 34 万㎡

一部改修 18 万㎡

改修後25年 19 万㎡

改修済 78 万㎡

経年25年未満 25 万㎡

174 万㎡ 2 万㎡

要改修
面積

71万㎡

整備済
面積

103万㎡

保有面積合計

万㎡▲ 2

万㎡4

取壊し4万㎡

一部改修2万㎡

全面改修
17万㎡

年度進行
19万㎡

新増改築5万㎡
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5年間の整備実績
（㎡）

5か年目標に
対する整備実績
（㎡）

改修を要する面積
令和2年時→令和7年時

（㎡）

保有面積
（㎡）

種別

9.4万7.4万26.2万 → 28.8万87.7万校舎
0.9万0.9万1.8万 → 1.2万8.4万図書館
0.5万0.4万12.3万 → 11.6万15.2万体育館
0.3万0.1万5.7万 → 5.5万7.0万福利厚生施設
12万5.4万21.3万 → 17.2万42.1万寮
0.4万0.1万4.8万 → 4.9万9.6万管理施設
0.2万0.2万1.8万 → 1.9万3.4万設備室等

23.7万14.5万ー173.4万合 計

図書館・寮については、いずれも老朽状況が改善されつつある。
校舎・管理施設・設備室等については整備面積以上に経年による改修を要する面積が増加して
いる。

データ基：国立大学法人等施設実態報告

※新増改築含む

建物種別ごとの老朽状況

※R7当初予算まで反映

※取り壊し含む

・令和2年度より経年30年以上の老朽状況が改善されつつある。

基幹設備(ライフライン)の老朽化の状況(主要配管・配線)

データ基：国立大学法人等施設実態報告

令和2年5月1日現在 令和7年5月1日現在

※令和７年当初予算等未反映

9%

18%

19%

18%

16%

40%

10%

21%

33%

37%

40%

27%

51%

25%

19%

32%

15%

11%

55%

42%

54%

31%

59%

42%

58%

64%

56%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

⑨屋外電力線(高圧)

⑧屋外電力線(低圧)

⑦屋外通信線

⑥屋外ガス管

⑤屋外給水管

④屋外冷暖房管

③屋外排水管(実験排水)

②屋外排水管(汚水)

①屋外排水管(雨水)

経年30年以上 経年15～29年 経年0～14年

5%

19%

19%

21%

21%

35%

29%

41%

58%

48%

44%

33%

47%

34%

26%

43%

20%

15%

46%

36%

47%

31%

44%

40%

28%

39%

27%

0%

0%

0%

1%

1%

0%

0%

0%

0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

⑨屋外電力線(高圧)

⑧屋外電力線(低圧)

⑦屋外通信線

⑥屋外ガス管

⑤屋外給水管

④屋外冷暖房管

③屋外排水管(実験排水)

②屋外排水管(汚水)

①屋外排水管(雨水)

経年30年以上 経年15～29年 経年0～14年 経年不明
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現5か年計画 重点的な整備実績（R3年～R6年）

高専教育の高度化への対応
累計指標個別項目

40,183㎡アクティブラーニングスペース等の面積高専教育システムに必要な学習環境整備を推進

安心安全な教育研究環境の確保
累計

指標個別項目
R7年度R2年度
41%40%全保有面積のうち要改修面積の割合老朽建物の改善整備

20%25%法定耐用年数の2倍を超える主要配管・配線の割合
更新が必要なライフラインの改善整備

17%16%法定耐用年数の2倍を超える主要設備の割合

SDGsへの対応
累計指標個別項目

100.1%エネルギー消費原単位の削減割合※1（5年で5%削減）エネルギー消費の削減

高専教育の国際化への対応
累計指標個別項目

76棟
日本人学生と留学生の混住型寮の整備

（建物の部分的整備を含む）
日本人学生と留学生が共に住まい、国際 理解

向上を図る環境の整備

データ基：国立大学法人等施設実態報告・施設費等使途別調査・スペースの有効活用に関する取組状況調査

※1 令和２年度エネルギー消費原単位（5年間平均）を基準に算出

保有面積の用途別構成率

※令和7年5月1日現在
※R7当初予算まで反映

※令和7年5月1日現在

国立高専の施設は、国立大学等と比べて、宿泊施設（24％）、体育施設（9％）の割合が高く
なっている。

データ基：国立大学法人等施設実態報告

教育・研究施設
88万㎡

51%

図書館
8万㎡

4%

体育施設
15万㎡

9%

支援施設
7万㎡

4%

宿泊施設
（学生寄宿舎）

42万㎡
24%

管理施設
10万㎡

6%
設備室等

3万㎡
2%

国立高専の用途別構成率

国立高専
174万㎡

教育・研究施設
1533万㎡

57%

図書館
93万㎡

3%
体育施設

50万㎡
2%

支援施設
96万㎡

4%

宿泊施設
138万㎡

5%

附属学校
136万㎡

5%

附属病院
362万㎡

14%

管理施設
131万㎡

5%
設備室等
136万㎡

5%

（参考）国立大学の用途別構成率

国立大学
2,674万㎡
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施設整備費補助金の推移
※災害復旧・土地の購入費を除く

データ基：交付決定通知書
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単
位

：
億

円

当初予算 補正予算 予備費

・・・令和新時代高専の機能高度化プロジェクト期間（R元～R6）
予算額：900億円

・・・国立高専機構施設整備５か年計画2021期間（R3～R7）
予算額：654億円

施設費交付金の推移

データ基：交付決定通知書
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円

現行の５か年期間中
予算額：1,409百万円
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維持管理費と保有面積の推移

データ基：決算報告書・国立大学法人等施設実態報告・維持管理費等調査

・維持管理費は設備等の老朽化により、増加傾向である。
・光熱水費は、猛暑の影響で近年増加傾向である。
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校舎の老朽状況

データ基：国立大学法人等施設実態報告

※R7当初予算まで反映

令和2年5月1日現在 令和7年5月1日現在

未改修 12.5 万㎡

一部改修 8.4 万㎡

改修後25年 5.3 万㎡

改修済 43.3 万㎡

経年25年未満 17.4 万㎡

86.9 万㎡保有面積合計

要改修
面積

26.2万㎡

整備済
面積

60.7万㎡

未改修 14.8 万㎡

一部改修 6.1 万㎡

改修後25年 7.9 万㎡

改修済 47.7 万㎡

経年25年未満 11.2 万㎡

87.7 万㎡ 0.8 万㎡保有面積合計

2.6

▲ 1.8

万㎡

万㎡

要改修
面積

28.8万㎡

整備済
面積

58.9万㎡

・改修済：43.3万㎡ → 47.7万㎡【＋4.4万㎡】

・改修を要する老朽施設：26.2万㎡(30.1％) → 28.8万㎡(32.8％)【＋2.6万㎡】
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経年

図書館の老朽状況

データ基：国立大学法人等施設実態報告

・改修済：6.4万㎡ → 6.9万㎡【＋0.5万㎡】

・改修を要する老朽施設：1.8万㎡(21.2％) → 1.2万㎡(14.3％)【▲0.6万㎡】

※R7当初予算まで反映

令和2年5月1日現在 令和7年5月1日現在

未改修 0.6 万㎡

一部改修 0.6 万㎡

改修後25年 0.6 万㎡

改修済 6.4 万㎡

経年25年未満 0.3 万㎡

8.5 万㎡

要改修
面積

1.8万㎡

整備済
面積

6.7万㎡

保有面積合計
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経年

未改修 0.3 万㎡

一部改修 0.6 万㎡

改修後25年 0.3 万㎡

改修済 6.9 万㎡

経年25年未満 0.3 万㎡

8.4 万㎡ ▲ 0.1 万㎡

万㎡

0.5 万㎡

▲ 0.6
要改修
面積

1.2万㎡

整備済
面積

7.2万㎡

保有面積合計
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体育館の老朽状況

データ基：国立大学法人等施設実態報告

・改修済：2.4万㎡ → 2.7万㎡【＋0.3万㎡】

・改修を要する老朽施設：12.3万㎡(79.9％) → 11.6万㎡(76.3％)【▲0.7万㎡】

※R7当初予算まで反映

令和2年5月1日現在 令和7年5月1日現在

未改修 3.8 万㎡

一部改修 7.6 万㎡

改修後25年 0.9 万㎡

改修済 2.4 万㎡

経年25年未満 0.7 万㎡

15.4 万㎡保有面積合計

要改修
面積

12.3万㎡

整備済
面積

3.1万㎡
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面
積

(万
㎡

）

経年

未改修 3.8 万㎡

一部改修 7 万㎡

改修後25年 0.8 万㎡

改修済 2.7 万㎡

経年25年未満 0.9 万㎡

15.2 万㎡ ▲ 0.2 万㎡保有面積合計

要改修
面積

11.6万㎡
▲ 0.7 万㎡

整備済
面積

3.6万㎡
▲ 0.5 万㎡

56



0.3 0.3 0.2 0.0 0.00.0 0.1
0.3 0.1 0.1 0.2 0.00.0 0.1 
0.1 

0.1 0.1 0.0 
0.0 0.0 

0.1
0.2

0.1 0.2
0.4

0.1

0.3

0.2
0.4

2.5

0.3 0.4
0

0.5

1

1.5

2

2.5

3

3.5

面
積

(万
㎡

）

経年

保有面積 7.2万㎡

経年25年未満

28万㎡

改修済
71万㎡

福利厚生施設の老朽状況

データ基：国立大学法人等施設実態報告

・改修済：0.8万㎡ → 1.0万㎡【＋0.2万㎡】

・改修を要する老朽施設：5.7万㎡(79.2％) → 5.5万㎡(78.6％)【▲0.2万㎡】

※R7当初予算まで反映

令和2年5月1日現在 令和7年5月1日現在
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㎡
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経年

未改修 3.6 万㎡

一部改修 1.6 万㎡

改修後25年 0.3 万㎡

改修済 1 万㎡

経年25年未満 0.5 万㎡

7 万㎡ ▲ 0.2 万㎡

万㎡

▲ 0.1 万㎡

▲ 0.1
要改修
面積

5.5万㎡

整備済
面積

1.5万㎡

保有面積合計

未改修 4.3 万㎡

一部改修 1 万㎡

改修後25年 0.4 万㎡

改修済 0.8 万㎡

経年25年未満 0.7 万㎡

7.2 万㎡

要改修
面積

5.7万㎡

整備済
面積

1.5万㎡

保有面積合計
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寮の老朽状況

データ基：国立大学法人等施設実態報告

※R7当初予算まで反映

令和2年5月1日現在 令和7年5月1日現在
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㎡
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経年

未改修 3.2 万㎡

一部改修 5.5 万㎡

改修後25年 8.5 万㎡

改修済 14.6 万㎡

経年25年未満 10.3 万㎡

42.1 万㎡ 1.1 万㎡

万㎡

4.8 万㎡

▲ 3.7
要改修
面積

17.2万㎡

整備済
面積

24.9万㎡

保有面積合計

・改修済：13.2万㎡ → 14.6万㎡【＋1.4万㎡】

・改修を要する老朽施設：21.3万㎡(51.8％) → 17.2万㎡(40.9％)【▲4.1万㎡】

未改修 5.4 万㎡

一部改修 5 万㎡

改修後25年 10.9 万㎡

改修済 13.2 万㎡

経年25年未満 6.6 万㎡

41.1 万㎡

要改修
面積

21.3万㎡

整備済
面積

19.8万㎡

保有面積合計
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管理施設の老朽状況

データ基：国立大学法人等施設実態報告

※R7当初予算まで反映

令和2年5月1日現在 令和7年5月1日現在

未改修 2.7 万㎡

一部改修 1.2 万㎡

改修後25年 0.9 万㎡

改修済 4.1 万㎡

経年25年未満 0.7 万㎡

9.6 万㎡

要改修
面積

4.8万㎡

整備済
面積

4.8万㎡

保有面積合計
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経年

未改修 3 万㎡

一部改修 0.8 万㎡

改修後25年 1.1 万㎡

改修済 4.2 万㎡

経年25年未満 0.5 万㎡

9.6 万㎡ 0 万㎡

万㎡

▲ 0.1 万㎡

0.1
要改修
面積

4.9万㎡

整備済
面積

4.7万㎡

保有面積合計

・改修済：4.1万㎡ → 4.2万㎡【＋0.1万㎡】

・改修を要する老朽施設：4.8万㎡(50.0％) → 4.9万㎡(51.0％)【＋0.1万㎡】

計
経年0～
14年

経年15～
29年

経年30年
以上

112,69163,04612,36537,280①屋外排水管(雨水)

101,59164,62915,57821,383②屋外排水管(汚水)

5,8983,4261,907565③屋外排水管(実験排水)

23,6939,8984,3869,409④屋外冷暖房管

128,11075,89831,78620,426⑤屋外給水管

40,07812,52220,5017,054⑥屋外ガス管

537,318287,666147,038102,614⑦屋外通信線

378,758158,767151,49168,500⑧屋外電力線(低圧)

33,10318,07112,1402,892⑨屋外電力線(高圧)

令和2年5月1日現在 令和7年5月1日現在
単位：ｍ 単位：ｍ

計経年不明
経年0～
14年

経年15～
29年

経年30年
以上

115,31731930,74717,14167,109①屋外排水管(雨水)

100,473039,57119,83741,065②屋外排水管(汚水)

5,57601,5672,4181,591③屋外排水管(実験排水)

24,54209,7206,2688,554④屋外冷暖房管

131,72784058,46044,17328,253⑤屋外給水管

43,73037113,46020,5569,342⑥屋外ガス管

491,9632,029231,318163,69994,917⑦屋外通信線

335,9051,259121,735149,35563,556⑧屋外電力線(低圧)

30,464014,15914,7181,587⑨屋外電力線(高圧)

基幹設備(ライフライン)の老朽化の状況(主要配管・配線)

データ基：国立大学法人等施設実態報告

※令和7年当初予算等未反映
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（図書館ラーニング・コモンズ：秋田高専）

図書館などの整備を行っているため、アクティブラーニングスペースの面積は年々増加傾
向（R3年：32,465㎡ → R7年：40,183㎡）

（図書館閲覧室：香川高専）

高専教育システムに必要な学習環境整備 ①

データ基：スペースの有効活用に関する取組状況調査
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アクティブラーニングスペースの面積

図書館内にあるスペースの設置状況 図書館外にあるスペースの設置状況

（旭川高専）

（鹿児島高専）

高専教育システムに必要な学習環境整備 ②

データ基：国立大学法人等施設実態報告
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実習工場の整備実績の推移

実習工場については、順次現代化を図っている。平成3年～令和7年の5年間で、整備を行った
件数は、10棟となっている。
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年々女子学生が増加し、令和7年の女子学生数は、12,119人、比率は25.2％となっている。

9,381 9,654 9,904 10,276 10,526 10,740 11,052 11,371 11,785 12,119 
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女子学生数及び女子学生比率

女子学生 系列1 女子学生の割合男子学生

理工系女性人材の育成に資する女子寮の整備 ①

データ基：学校基本調査

（国際寮：宇部高専）

※重複している件数あり

理工系女性人材の育成に資する女子寮の整備 ②

データ基：施設費等使途別調査

女子学生の環境整備を順次行っており、令和2年～令和6年の5年間で124件の整備を行った。
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（佐世保高専）

日本人学生と留学生の混住型寮の整備

※改修及び新増改築データ基：施設費等使途別調査・概算要求資料

データ基：学校基本調査
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混住型学生寮の整備を順次行っており、令和3年～令和7年の5年間で76件の整備を行った。

（都城高専）
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混住型学生寮の整備

サステイナブル・キャンパスの形成

データ基：環境報告書

①平成28年から令和2年度までの平均を基準として、5年間(R3～R7)でエネルギー消費原
単位を5％以上削減する。→R6年度末時点で、11.7%削減
②2013年度を基準として、温室効果ガスの総排出量を2030年度までに50％削減する。
→ R6年度末時点で、32.3％削減
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共同利用スペースの確保状況
共同利用スペースについては、15.0万㎡（全体保有面積の8.6％）を確保しており、近年

上昇傾向になっている。

データ基：スペースの有効活用に関する取組状況調査
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若手研究者のスペース確保状況

データ基：スペースの有効活用に関する取組状況調査

若手研究者のスペースについては、約1.3万㎡（全体保有面積の0.75％）を確保しており、
少しずつ減少している。
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スペースチャージの実施面積

データ基：スペースの有効活用に関する取組状況調査

スペースチャージの実施面積については、約3.5千㎡（全体保有面積の0.2％）で実施して
おり、16校で実施している。
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共創拠点の実装化に係る取組事例 1/2

データ基：今後の国立大学法人等施設の整備充実に関する調査研究協力者会議（第８回）資料
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共創拠点の実装化に係る取組事例 2/2

データ基：今後の国立大学法人等施設の整備充実に関する調査研究協力者会議（第８回）資料

避難場所、避難所に指定されている学校数

データ基：国立高等専門学校における空調（冷房）設備 設置状況調査結果

令和7年9月1日現在

・函館 ・苫小牧 ・釧路 ・八戸 ・一関 ・秋田 ・鶴岡 ・福島 ・小山 ・群馬
・富山（本郷・射水） ・石川 ・長野 ・岐阜 ・沼津 ・鈴鹿 ・鳥羽 ・奈良
・津山 ・呉 ・広島 ・徳山 ・大島 ・阿南 ・香川（詫間） ・新居浜 ・佐世保
・熊本（八代）・大分

・函館 ・苫小牧 ・釧路 ・旭川 ・八戸 ・一関 ・仙台（広瀬・名取） ・秋田 ・鶴岡
・福島 ・茨城 ・小山 ・群馬 ・木更津 ・長岡 ・富山（本郷・射水） ・福井 ・岐阜
・沼津 ・豊田 ・鈴鹿 ・鳥羽 ・舞鶴 ・明石 ・奈良 ・和歌山 ・米子 ・松江
・津山 ・呉 ・徳山 ・宇部 ・大島 ・阿南 ・香川（高松・詫間） ・新居浜
・弓削 ・高知 ・久留米 ・有明 ・北九州 ・佐世保 ・大分 ・都城

・東京 ・熊本（熊本） ・鹿児島 ・沖縄

① 避難場所に指定されている高専（30キャンパス）

② 避難所に指定されている高専（47キャンパス）

③ 避難場所・避難所に指定されていない高専（4キャンパス）
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2025年9月1日現在

うち、空調
設置済室数

A B B/A

教室等 1,925 1,833 95.2%

実験・実習室等 5,454 5,126 94.0%

体育館等 190 12 6.3%

※教室等は、講義室、自主学習スペース、その他これらに類する室とする。
　実験・実習室等は、図書館（自主学習スペースを含む）、実習工場、実験室、実習室、演習室、ゼミ室、その他これらに
　類する室とする。
　体育館等は、屋内運動場や武道場等（ただし、屋内プールを除く。）とする。
※管理諸室（校長室、教員室（教員実験室を含む。）事務室、保健室、会議室、放送室、印刷室、更衣室、倉庫及びその他
　これらに類する室）は保有室数に含まない。
※福利施設はこの状況調査に含んでいない。

国立高等専門学校における空調（冷房）設備　設置状況調査結果（全高専）

高等専門学校

保有室数 設置率
室の種類

データ基：国立高等専門学校における空調（冷房）設備 設置状況調査結果

教室や実験・実習室の設置率は高いものの、
体育館の設置率は国立の附属高校（設置率13.6%）と比べて低い

空調（冷房）設備設置状況調査（集計）

空調（冷房）設備設置状況調査（高専別）

データ基：国立高等専門学校における空調（冷房）設備 設置状況調査結果

うち

スポット

クーラー

1 6500 函館工業高等専門学校 戸倉 27 26 96.3% 5 5 100.0% 5 2 40.0% 3 0 0.0% ◎ 0 0.0% 100 56 56.0% 67 2 3.0% 3 1 33.3% ■

2 6504 苫小牧工業高等専門学校 錦岡443 42 19 45.2% 2 1 50.0% 5 1 20.0% 3 1 33.3% ◎ 0 0.0% 81 19 23.5% 83 19 22.9% 4 0 0.0% ■

3 6508 釧路工業高等専門学校 大楽毛 44 10 22.7% 2 2 100.0% 3 0 0.0% 3 0 0.0% ◎ 0 0.0% 40 17 42.5% 126 14 11.1% 2 0 0.0% ■

4 6512 旭川工業高等専門学校 春光台 27 18 66.7% 4 0 0.0% 9 8 88.9% 2 0 0.0% ◎ 2 100.0% 80 45 56.3% 61 14 23.0% 5 2 40.0%

5 6516 八戸工業高等専門学校 上野平 36 30 83.3% 2 2 100.0% 6 1 16.7% 6 0 0.0% ◎ 0 0.0% 87 39 44.8% 70 23 32.9% 4 2 50.0% ■

6 6520 一関工業高等専門学校 高梨中央 36 36 100.0% 4 4 100.0% 9 9 100.0% 3 0 0.0% ◎ 0 0.0% 79 79 100.0% 66 66 100.0% 4 4 100.0% ■

7 6720 仙台高等専門学校（旧電波） 宮城 24 24 100.0% 1 1 100.0% 12 12 100.0% 3 0 0.0% ○ 0 0.0% 72 69 95.8% 70 70 100.0% 2 2 100.0%

8 6720 仙台高等専門学校 愛島 38 35 92.1% 3 3 100.0% 6 6 100.0% 3 0 0.0% ◎ 0 0.0% 98 93 94.9% 70 70 100.0% 2 2 100.0%

9 6528 秋田工業高等専門学校 長山下 35 34 97.1% 3 3 100.0% 6 6 100.0% 4 0 0.0% ◎ 0 0.0% 74 68 91.9% 62 62 100.0% 7 3 42.9% ■

10 6532 鶴岡工業高等専門学校 沢田 34 34 100.0% 3 3 100.0% 6 6 100.0% 3 0 0.0% ◎ 0 0.0% 27 27 100.0% 94 94 100.0% 5 5 100.0% ■

11 6536 福島工業高等専門学校 長尾 47 47 100.0% 14 14 100.0% 3 3 100.0% 2 0 0.0% ◎ 0 0.0% 94 94 100.0% 96 96 100.0% 13 11 84.6% ■

12 6540 茨城工業高等専門学校 中根 39 39 100.0% 4 4 100.0% 6 6 100.0% 4 0 0.0% ◎ 0 0.0% 114 114 100.0% 80 80 100.0% 2 2 100.0%

13 6544 小山工業高等専門学校 中久喜（校舎） 38 38 100.0% 6 6 100.0% 3 3 100.0% 3 0 0.0% ◎ 0 0.0% 137 137 100.0% 82 82 100.0% 1 1 100.0% ■

14 6548 群馬工業高等専門学校 鳥羽団地 30 30 100.0% 6 6 100.0% 8 8 100.0% 4 1 (1) 25.0% ○ 2 50.0% 148 148 100.0% 101 101 100.0% 4 4 100.0% ■

15 6556 木更津工業高等専門学校 清見台 38 38 100.0% 8 8 100.0% 5 5 100.0% 3 0 0.0% ○ 0 0.0% 118 118 100.0% 84 84 100.0% 9 9 100.0%

16 6560 東京工業高等専門学校 椚田 38 38 100.0% 6 6 100.0% 6 6 100.0% 3 2 (2) 66.7% △ 0 0.0% 132 132 100.0% 98 98 100.0% 3 3 100.0%

17 6568 長岡工業高等専門学校 西片貝町１ 46 46 100.0% 1 1 100.0% 2 2 100.0% 4 0 0.0% ◎ 0 0.0% 111 111 100.0% 74 74 100.0% 1 1 100.0%

18 6572 富山高等専門学校 本郷 23 23 100.0% 4 4 100.0% 10 9 90.0% 7 2 28.6% ◎ 3 42.9% 80 80 100.0% 66 66 100.0% 4 4 100.0% ■

19 6572 富山高等専門学校（旧商船） 海老江練合/堀江千石 34 34 100.0% 7 7 100.0% 8 6 75.0% 3 0 0.0% ◎ 1 33.3% 75 71 94.7% 72 72 100.0% 5 5 100.0% ■

20 6580 石川工業高等専門学校 北中条 30 30 100.0% 3 3 100.0% 8 4 50.0% 129 115 89.1% 80 80 100.0% 5 5 100.0% ■

21 6584 福井工業高等専門学校 鯖江市下司町 45 45 100.0% 8 8 100.0% 5 5 100.0% 4 0 0.0% ○ 4 100.0% 110 110 100.0% 100 100 100.0% 3 3 100.0%

22 6588 長野工業高等専門学校 徳間 42 42 100.0% 2 2 100.0% 5 5 100.0% 3 0 0.0% ■ 0 0.0% 67 67 100.0% 78 78 100.0% 1 1 100.0% ■

23 6596 岐阜工業高等専門学校 上真桑 30 30 100.0% 7 7 100.0% 8 8 100.0% 5 0 0.0% ◎ 1 20.0% 82 82 100.0% 83 83 100.0% 7 6 85.7% ■

24 6600 沼津工業高等専門学校 大岡 39 39 100.0% 3 3 100.0% 10 10 100.0% 3 0 0.0% ◎ 1 33.3% 112 112 100.0% 60 60 100.0% 1 1 100.0% ■

25 6604 豊田工業高等専門学校 栄生町 56 56 100.0% 2 2 100.0% 6 5 83.3% 5 0 0.0% ○ 0 0.0% 102 102 100.0% 72 72 100.0% 4 4 100.0%

26 6608 鈴鹿工業高等専門学校 白子町 61 61 100.0% 1 1 100.0% 8 7 87.5% 2 2 (2) 100.0% ◎ 0 0.0% 138 138 100.0% 81 81 100.0% 1 1 100.0% ■

27 6612 鳥羽商船高等専門学校 池上町/鳥羽二丁目 28 28 100.0% 3 3 100.0% 5 2 40.0% 4 1 25.0% ◎ 0 0.0% 59 54 91.5% 60 60 100.0% 1 1 100.0% ■

28 6624 舞鶴工業高等専門学校 白屋 31 27 87.1% 3 3 100.0% 7 4 57.1% 4 0 0.0% ◎ 0 0.0% 48 48 100.0% 66 66 100.0% 15 14 93.3%

29 6632 明石工業高等専門学校 魚住町西岡１ 38 38 100.0% 3 3 100.0% 4 4 100.0% 4 2 (1) 50.0% ◎ 0 0.0% 77 75 97.4% 70 70 100.0% 4 3 75.0%

30 6636 奈良工業高等専門学校 矢田 40 40 100.0% 7 7 100.0% 16 16 100.0% 3 0 0.0% ◎ 0 0.0% 104 101 97.1% 84 84 100.0% 4 4 100.0% ■

31 6640 和歌山工業高等専門学校 野島 31 31 100.0% 6 6 100.0% 8 8 100.0% 3 3 100.0% ○ 3 100.0% 60 58 96.7% 47 47 100.0% 11 11 100.0%

32 6644 米子工業高等専門学校 彦名 51 51 100.0% 8 8 100.0% 8 8 100.0% 3 0 0.0% ○ 2 66.7% 95 95 100.0% 80 80 100.0% 1 1 100.0%

33 6648 松江工業高等専門学校 直野 31 31 100.0% 8 7 87.5% 7 7 100.0% 3 0 0.0% ◎ 0 0.0% 80 78 97.5% 54 54 100.0% 7 7 100.0%

34 6652 津山工業高等専門学校 沼 31 31 100.0% 7 7 100.0% 16 16 100.0% 5 1 20.0% ○ 1 20.0% 97 95 97.9% 62 62 100.0% 3 3 100.0% ■

35 6656 呉工業高等専門学校 豊栄 46 46 100.0% 3 2 66.7% 5 1 20.0% 3 2 (2) 66.7% ◎ 0 0.0% 84 78 92.9% 61 61 100.0% 4 4 100.0% ■

36 6660 広島商船高等専門学校 東野 23 23 100.0% 1 1 100.0% 22 21 95.5% 4 0 0.0% ■ 0 0.0% 53 53 100.0% 58 58 100.0% 1 1 100.0% ■

37 6552 徳山工業高等専門学校 高城 20 20 100.0% 1 1 100.0% 5 4 80.0% 4 1 (1) 25.0% ○ 3 75.0% 28 28 100.0% 73 71 97.3% 2 1 50.0% ■

38 6664 宇部工業高等専門学校 道松楢原 42 42 100.0% 3 3 100.0% 4 4 100.0% 3 0 0.0% ○ 0 0.0% 88 88 100.0% 78 78 100.0% 4 3 75.0%

39 6668 大島商船高等専門学校 小松 30 30 100.0% 6 6 100.0% 3 3 100.0% 3 0 0.0% ◎ 0 0.0% 84 84 100.0% 51 51 100.0% 5 5 100.0% ■

40 6672 阿南工業高等専門学校 青木 33 33 100.0% 1 1 100.0% 1 1 100.0% 3 0 0.0% ◎ 0 0.0% 75 75 100.0% 61 61 100.0% 1 1 100.0% ■

41 6676 香川高等専門学校 勅使町 32 32 100.0% 4 4 100.0% 12 11 91.7% 3 0 0.0% ◎ 0 0.0% 77 75 97.4% 74 74 100.0% 6 6 100.0%

42 6676 香川高等専門学校（旧電波） 香田 26 26 100.0% 17 17 100.0% 4 0 0.0% ◎ 0 0.0% 87 83 95.4% 65 65 100.0% 9 7 77.8% ■

43 6680 新居浜工業高等専門学校 八雲 37 37 100.0% 5 5 100.0% 9 9 100.0% 3 0 0.0% ◎ 1 33.3% 100 100 100.0% 97 97 100.0% 10 10 100.0% ■

44 6684 弓削商船高等専門学校 下弓削団地 24 24 100.0% 18 18 100.0% 7 5 71.4% 7 3 (2) 42.9% ◎ 1 14.3% 54 54 100.0% 46 46 100.0% 1 1 100.0%

45 6688 高知工業高等専門学校 物部 32 32 100.0% 4 4 100.0% 7 4 57.1% 3 2 (2) 66.7% 専攻科棟 0 0.0% 39 38 97.4% 100 99 99.0% 2 2 100.0%

46 6692 久留米工業高等専門学校 小森野 37 37 100.0% 11 11 100.0% 5 5 100.0% 3 0 0.0% ○ 2 66.7% 108 108 100.0% 73 73 100.0% 3 3 100.0%

47 6696 有明工業高等専門学校 東萩尾 37 37 100.0% 7 7 100.0% 1 1 100.0% 4 0 0.0% ○ 0 0.0% 114 114 100.0% 85 85 100.0% 1 1 100.0%

48 6700 北九州工業高等専門学校 志井 32 32 100.0% 4 4 100.0% 8 8 100.0% 3 0 0.0% ◎ 0 0.0% 88 88 100.0% 68 68 100.0% 1 1 100.0%

49 6704 佐世保工業高等専門学校 沖新１ 31 31 100.0% 6 6 100.0% 4 4 100.0% 3 0 0.0% ◎ 0 0.0% 96 94 97.9% 85 85 100.0% 2 2 100.0% ■

50 6564 熊本高等専門学校 平山新町 23 23 100.0% 9 9 100.0% 14 13 92.9% 5 0 0.0% ■ 0 0.0% 104 104 100.0% 77 77 100.0% 9 8 88.9% ■

51 6564 熊本高等専門学校（旧電波） 須屋 28 28 100.0% 4 4 100.0% 3 0 0.0% - 0 0.0% 40 40 100.0% 104 104 100.0% 4 4 100.0%

52 6708 大分工業高等専門学校 明野 38 38 100.0% 3 3 100.0% 10 10 100.0% 2 0 0.0% ◎ 0 0.0% 68 68 100.0% 62 62 100.0% 2 2 100.0% ■

53 6712 都城工業高等専門学校 吉尾 29 29 100.0% 7 7 100.0% 12 12 100.0% 3 0 0.0% ○ 0 0.0% 112 111 99.1% 76 76 100.0% 11 10 90.9%

54 6716 鹿児島工業高等専門学校 国見 32 32 100.0% 1 1 100.0% 9 9 100.0% 3 0 0.0% △ 0 0.0% 108 108 100.0% 85 85 100.0% 7 7 100.0%

55 6732 沖縄工業高等専門学校 辺野古 33 22 66.7% 6 6 100.0% 7 7 100.0% 4 2 50.0% △ 4 100.0% 79 78 98.7% 69 69 100.0% 6 6 100.0%

1,925 1,833 95.2% 277 270 97.5% 384 340 88.5% 190 25 (13) 13.2%

◎：33
○：13
△： 3
■： 3

31 16.3% 4,793 4,516 94.2% 4,147 3,809 91.8% 239 211 88.3% 30

空調（冷房）設備設置状況（高専別）
令和7年9月1日現在

団地名

①教室等 ③実習工場②図書館 ④体育館等 ⑦福利施設⑥教員室等⑤実験室等

保有室数 断熱室率断熱室数避難所設置率 設置率

指定
避難
場所

・避難所（凡例）
　◎：災害対策基本法第40条及び第42条に基づく地域防災計画により指定された避難所。
　○：指定避難所ではないものの自治体等と災害時の施設利用に関する協定等を締結している施設。
　△：自治体と緊急避難場所等としての利用を協議中。
　■：避難所として指定された建物はないが、避難場所として指定を受けている高専。

・石川高専の体育館等は、能登半島地震で被害を受け、災害復旧事業で改築予定（別途R8概算要求で空調設備を要求中）。

合計

高専名高専番号

※管理諸室（校長室、事務室、保健室、会議室、放送室、印刷室、更衣室、倉庫及びその他これらに類する室）は保有室数に含まない。

・①教室等は、講義室、自主学習スペース、その他これらに類する室とする。
・②図書館には、図書館内の自主学習スペースを含む。
・③実習工場。
・④体育館等は、屋内運動場や武道場等（ただし、屋内プールを除く。）とする。
・⑤実験室等は、実習室、演習室、ゼミ室、その他これらに類する室とする。
・⑥教員室等には、教員実験室を含む。
・⑦福利施設は、合宿研修施設、部室は含まない。

設置室数保有室数設置率設置室数保有室数設置率設置室数保有室数設置率設置室数 設置率設置室数保有室数 設置室数保有室数設置率設置室数保有室数
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国立高専機構インフラ長寿命化計画における中長期的な所要経費 ①

データ基：インフラ長寿命化計画における高専別個別施設計画の策定について（依頼）（R7.9.1付け各高専事務部長宛て事務連絡より抜粋）

〇国立高等専門学校機構インフラ長寿命化計画（行動計画・個別施設計画）2021の改定
にあたり中長期的な所要経費を試算する。

基本的なライフサイクルの考え方

※旧耐震基準：～1980年建築
新耐震基準：1981年～建築

国立高専機構インフラ長寿命化計画における中長期的な所要経費 ②

全高専の各年度ごとの所要経費 ※R7.11.17時点

平準化すると・・・毎年度約１６９億円が必要！
データ基：高専別個別施設計画（未定稿）より

※改築整備が本格化
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国立高等専門学校を取り巻く現状について

データ基：高専機構本部作成資料より

産学官連携活動状況

データ基：高専概要2025
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